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1.博 士 論 文 の 概 要

今 日わが国 において も、急速 な市場の拡大 によ って衆 目を集 めている派生金融商品(以 下、デ リ

バテ ィブと表記する)で あるが、現行の会計実務 において、それ らの多 くはオフ ・バ ランスシー ト

処理 されている。すなわち、それ らは契約当初の段階か ら契約終了(決 済)ま での問、企業会計上

まった く認識 されていないのである。`

デ リバ ティブは一種の未履行契約であ り、かっ取引 コス トを別 とすれば、 それは決済時点 まで原

価を持たない(っ まり取得のための対価 として実際に受払 され るキャッシュフロー等は発生 しない)。

よって、そのよ うな契約形態を有する対象を取得原価で測定 し認識す ることはできない、 とい うの

である。

このよ うな、いわゆるオ フ ・バ ランスシー ト項 目は、多様化す る資金調達(オ フ ・バ ランスシー

ト・ファイナ ンシング)手 段 として、 また各種の リスクにたいす る管理手法 と して用 いられ、その

取引額は今 日増大の一途をたどっているのである。

このよ うな状況の もと、 デ リバテ ィブ取引の先進国ともいえる米国では、1994年10月 に時点で、

財務会計基準審議会(以 下FASBと 略称す る)に よ って、 デ リバテ ィブに関す る開示基準(以 下

FASと 略称 する)が 公表 されてい る。 さらにまた国際会計基準委員会(以 下IASCと 略称す る)
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か らも、1996年6月 には、金融商品に関す る開示基準(以 下IASと 略称する)が 公表 されてお り、

同様 の検討作業 あるいは基準設定作業 は、 これまで もその他各国の会計基準設定機関(な い し会計

士団体)に よ って取 り組 まれて きたので ある。

ところが、 このような検討作業 は、 オフ ・バ ランス シー ト項 目に対 する会計上の認識および測定

(オ ン ・バ ランス シー ト化)の 問題を先送 りにして、 その開示基準 の設定 を先行 させた もので あっ

た。

しか しなが ら、会計上の認識および測定 とい うプロセスを経 ていない経済事象(こ の場合のデ リ

バティブ)に 関する開示情報 とは、果た して会計情報 といえるのだろ うか。極論すれば、情報開示

のみを指向 した基準設定を検討するのであれば、会計基準でな くとも、その他 の法令 による対処策

を想定することも可能である。あるいは、 これ らの議論が、デ リバテ ィブに関す る脚注情報 の充実

を目指 しているものだとしても、そ もそ もデ リバティブが現行 の企業会計制度の もとにある財務諸

表本体 に計上 され得 るのか否かについて不明瞭なまま(つ まり財務諸表本体の情報内容が不明確 な

ままに)、 その脚注情報(補 足情報)の みが増大す るとい うのは、やは り対処療法的措置 とみなさ

ざるを得 ないのではないだろうか。

ところで、デ リバティブ等の金融商品に関す る会計基準 の設定作業において、 このよ うな開示基

準 と認識 ・測定基準の乖離 とい う、 いわば変則的 ともいえる状況が生 じたのはなぜだろ うか。

その原因とは、次の二っの視点か ら説明することがで きる。すなわち、 その一っは、 デ リバテ ィ

ブ取引が増大 している経済状況 その ものに関する事実認識を視点 とす る説 明であ り、 もう一っは、

デ リバテ ィブの特性 を視野に入れた、一会計測定 という視点かちめ それである。

す なわち前者の視点か らは、 デ リバテ ィブ取 引の量的増大 とい う経済状況 を背景 として、財務諸

表の利用者 によるデ リバテ ィブ関連情報への開示要求が生起 し、 この要求への対応措置を迫 られた

ことに起因 して、前述の開示基準の相次 ぐ公表 という現象が発現 したのである。

一方、後者の測定面 としては、現行の会計実務 においてオフ ・バ ランスシー ト化 され るとい うデ

リバテ ィブの特性 に対応する、 いかなる認識および測定方法であれば、現行の会計基準 と整合性を

保持 しっっ基準化できるか、 という測定理論 としての検討の必要性に起因 して、その認識および測

定 の基準化 は遅延 しているといえるのであ り、 その問題 はまさに現在 のFASBやIASCに よって

中心的な検討課題 とな っているのである。

なかでも、その認識および測定問題に大 きな影響を与 えているデ リバティブの特性の一っが、ヘッ

ジ会計 の問題 なので ある。 本稿 は、 このよ うな検討過程 にあるヘ ッジ会計 について、主 として

FASBに よって公表 され た文書類を資料 と して用 い、 それ らに検討 を加 えることによ って、 ヘ ッ

ジ会計の意義、その計算および測定構造、 さらに現行の企業会計 に与え る影響ない し含意等 を総合

的に検討 し、 これまでヘ ッジ会計に関す るアプローチがいかな る展開をみせてきたのか、 とい う点

について若干の考察を試みるものである。
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2.博 士 論 文 の構 成

本稿 は、第1部 と第2部 という二部 によって構成 されている。

第1部 「ヘ ッジ会計の意義 と現状」で は、一般にヘッジ会計 と呼ばれ る会計処理法を検討す るに

先立 って、 いわゆるヘ ッジおよびヘ ッジに関連す る項 目の意義ない し概念 を確認 した上で、 ヘ ッジ

会計 の適用対象の一つである先物契約 を取 り上げ、 その取引構造 を詳解 し、さ らに先物契約 を用 い

たヘ ッジとそれを対象 としたヘ ッジ会計にっいて検討する。

また、第2部 「ヘ ッジ会計制度化 に関す る検討課題」 では、FASBに よるヘ ッジ会計の基準化

に向けた検討作業の推移 を追跡 し、その過程 において産出されたい くっかの概念等を検討 した上で、

ヘ ッジ会計に関する最新の 「公開草案」 において提示されているヘッジ会計を検討す る。

っぎに、本稿の構成 と内容をさ らに説明す るために、各章の表題 と概要 とを以下 に示す。

序章 「ヘッジ会計に対する問題意識 と本稿の構成」では、 ヘ ッジ会計 とはデ リバティブの認識 お

よび測定 に関す る会計基準 の設定上、 その検討が避 けられない事象である、 という認識の もとに、

そのようなヘ ッジ会計 に対 して、本稿ではどのようなアプローチを とるのかについて、各章 の概要

とともに提示 した。

〈以下 の第1章 か ら第3章 までが前半 の第1部 にあたる。〉

第1章 「ヘ ッジ会計 の意義 と現状」で は、ヘ ッジ会計が対象 とす るヘッジとは、一体 どのような

概念なのか。 またヘ ッジとは、 どのよ うな要素か ら構成 されるのか。 このような原初的な疑問を検

討することで、一般的に用 い られているヘ ッジとい う概念には一種の誤謬が内包 されているという

点を指摘 し、 ヘ ッジ会計の定義 にっいて も、そのことを踏まえた定義が必要であるとい う議論を提

起 した。

第2章 「先物契約の認識 と測定」 では、 ヘ ッジの手段 として用い られ るデ リバテ ィブの一つであ

る先物契約にっいて、 その取引メカニズムを確認 し、現行の会計制度上において問題化 している、

先物契約 に係 る損益の認識問題 を取 りまとめた。そ してさ らにこの点 こそが、 ヘッジ会計の導入を

促す典型的な問題点であるとい うことを確認 した。すなわち、次章以降におけるヘ ッジ会計の検討

のための準備作業を、本章 において行 ったのである。

第3章 「ヘ ッジ会計 の方法 と問題点」では、第2章 における準備作業 を受けて、現行 の会計基準

(FAS)に おいて既 に基準化 されている、繰延ヘ ッジ会計(原 始的ヘ ッジ会計)と その改良型 とし

て考え られた、時価ヘ ッジ会計 という二っの会計処理法を、具体的な説例 に適用す ることによって、

従来 までのヘ ッジ会計 に関す る諸論 を整理検討 した。

〈次の第4章 か ら最後の第7章 までが第2部 を構成する〉

第4章 「ヘ ッジ会計制度化の動向」で は、 この原始的ヘッジ会計に対 して提起されてきた、い く

つかの問題点 を解決 しよ うと して、FASBに よ って試 み られた討議内容 を概観 する。 それは、 い

わば従来の原始的 ヘ ッジ会計 に内在 する矛盾点 を止揚する試み とで もいえるものであり、 この作業

によって いくつかの代替的ヘ ッジ会計 モデルが提示 されたので、本章では、それ らに関 して比較検

討を試み た。
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第5章 「公正価値会計の導入問題」で は、デ リバ ティブをはじめ とす る、いわゆるオ フ ・バ ラン

スシー ト項 目を、会計上 どのように測定 したらよいか、っま りその測定属性をどこに求めるのか と

いう問題が提起 され る。 この問題 は、ヘ ッジ会計 によるヘ ッジ効果の測定 に関す る問題 とも関連 し

て複雑な様相 を呈 してお り、 そのような状況の下で検討 されている測定属性が公正価値 とい う価値

概念 なのであり、 それは市場価格(時 価)、 再調達価格ない し取替原価、 あるいは製品製造原価等

といった様々な測定属性 とどのよ うな関係 にあるのか。その導入によって どのような影響が生ず る

のか、などといった点 について検討する。

第6章 「包括的利益 の検討」 では、FASBに おけるヘ ッジ会計 の検討作業 において登場す るこ

ととなった包括的利益 とい う概念にっいて吟味す る。包括的利益 については、歴史的 にもすでに相

当の議論が展開 されてきたにもかかわ らず、今 日なおヘ ッジ会計 との関連で検討 され ることとな っ

たのはなぜか。すなわち、その現代的意義 とはどこにあるのか、 とい う問題にっいて考察する。

結果的に、少な くとも今 日この包括的利益に期待 されているのは、現行の損益計算書か ら排除さ

れた諸項 目を、再 び企業業績 の構成要素 として財務報告上 に取 り込む機能であると考え られるが、

同様 の議論がヘ ッジ会計にも適用されっつあることを明 らかにす る。

第7章 「ヘ ッジ会計 の展開一問題 と含意 一」は、本稿 のいわば 「終章」 に当た るわ けであるが、

その骨子 とな るのは、FASBに よって公表された、最新 の 「公開草 案」 にみ られ るヘ ッジ会計 の

特性である。

本章で は、 この公開草案 において、 ヘッジ会計 に関す るFASBの 検討作業が新 たな 「展 開」 を

見せている点 に注 目す る。すなわち、 ここでは リスクとい う概念を中心 に据 えたアプ ローチが とら

れているので ある。 そ して ここで検討 されているヘ ッジ会計 もまた、いわば リスク指向性 とで もい

いうる特性が付与 されてお り、その点 こそが 「ヘ ッジ会計の展開」過程 における最新の状況である、

とい うことを指摘す るのである。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

この論文は、 日本を含む各国の会計基準設定主体や国際会計基準委員会 が緊急課題 として進展 さ

せている 「金融派生商品および類似商品な らびにヘ ッジ活動 に関す る会計」の制度化 に注 目 し、主

と して、先行 しているアメ リカ合衆国の財務会計基準審議会(FASB)に よる制度化を考察 し、金

融商品が急速 に多様化す るとともに取引金額が急増す るにっれて、それに関す る開示基準 の設定 に

留ま らず認識基準 や測定基準の設定にも踏み出さざるをえな くなった同審議会(FASB)の 一連の

検討作業をかえ りみることによって、ヘ ッジ会計の新 しい展開過程を解明 しようと試 みた論文であ

る。

金融派生商品および類似商品な らびにヘ ッジ活動 は、10年 前には会計測定や財務報告の対象 とは

なってお らず、いわゆる 「オフ ・バ ランスシー ト項 目」 と して扱 われていた。 しか しなが ら、 それ
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に関す る情報欲求が高 まるにっれて、会計基準設定主体 は対応を迫 られるにいた り、 さ しあた り開

示基準 としての会計基準 を設定 して対処 したが、 さらに、それを 「オン ・バ ラ ンスシー ト項 目」 と

して扱 うべ く認識基準お よび測定基準 を も含んだ会計基準 の設定 に踏み切 らざるをえな くな り、

「公正価値」や 「包括的利益」 というよ うな新 しい会計概念 を包摂 した新 しいヘ ッジ会計な どを制

度化 しようと試 みるにいたった。 このような一連の過程が詳細 に解明 されている。

アメ リカの財務会計基準審議会(FASB)が 進展 させている 「金融派生商品および類似商品な ら

びにヘ ッジ活動 に関す る会計」の制度化の作業 は、1996年6月 に公開草案を公表す る段階には到達

したが、会計基準を設定 ・公表す る段階 には到達 していない。 このため、その制度化 の過程やヘ ッ

ジ会計 の新 しい展開過程 にっいて総括す ることは著者 自身の今後の研究課題 と して残 されている。

しか しなが ら、 この論文 は、新 しい会計 の制度化 が紆余曲折す るなかにあって会計関係者 の間で

「公正価値 による金融商品の評価」や 「包括的利益計算書の制度化」 とい った新 しい考 えが形成 さ

れ、学界の重要 な研究課題に もな りっっ あることにっいて、多 くの知見を提示 している。

よって、博士論文審査 の成績 は 「合格」 と判定する。
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